予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費

	事業名:　生物多様性普及推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　   

環境生活部　清流の国ぎふづくり推進課　生物多様性係　　　   

電話番号：058-272-1111（内2700）　　　　　　　  
   

E-mail：c11265@pref.gifu.lg.jp



     
	事業費


　要求額：877千円（前年度予算額：303 千円）
	事業内容


	１　事業の内容


生物多様性の保全と持続可能な利用に関する地域戦略として策定した「生物多様性ぎふ戦略」の普及推進を図るとともに、県内の生物多様性の保全事業等への参考とするため、他県との連携を図ります。
（１）生物多様性ぎふ戦略の推進
①生物多様性ぎふ戦略の普及啓発

　　各種イベント、環境学習等でパネル・チラシ等を用いた啓発
　

②生物多様性ぎふ戦略検討委員会の開催





　　　　戦略の見直しを踏まえた情報交換等の実施





③生物多様性自治体ネットワークへの参加

　　全国34道府県91市町村で構成（代表／H23.10～ 愛知県、H24.11～ 横浜市）　　

（２）公共工事における生物多様性配慮ガイドラインの推進
　　・生物多様性配慮の取組みをサポートする体制（専門家による指導・助言、配慮事例の収集・普及）の整備














	２　所要経費


（１）生物多様性ぎふ戦略の推進　　　　　　　　　　　　　　303千円

（２）公共工事における生物多様性配慮ガイドラインの推進　　574千円

	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	303
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	303

	要求額
	 877
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	877

	２月1日時点
査定額
	877
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	877

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県の自然的・社会的特性を活かした生物多様性の保全及びその持続可能な利用
に関する地域戦略として策定した「生物多様性ぎふ戦略」の普及啓発を通じて、県内

の野生動植物の生息・生育環境の回復・維持を進め、県民ひとりひとりが、地域にと

って「好ましい自然」とは何かを考える契機を提供する体制を整える。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	生物多様性の啓発回数
	34　回
（H23）
	（H25）
	（H26）
	27　回
（H24）
	34 回
（H28）
	79 ％


	※専門家による指導・助言の回数（派遣数）
	　　―
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　　）
	（H　）
	％



※生物多様性ガイドラインに係る専門家派遣は、平成25年度からの実施。
○指標を設定することができない場合の理由
	※専門家の派遣数は、希望する現地機関等からの依頼のため件数は予め予想することはできず、年度毎に目標値を設定できないため、実績のみを記載。



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）生物多様性ぎふ戦略の普及イベントの開催
・平成24年９月22日（土）アクアウォーク大垣において開催（参加者608名）

・県内各地で実施した生物多様性の啓発回数　27回（平成24年度計画34回）

（２）生物多様性自治体ネットワークへの参加
・愛知県で開催された生物多様性フォーラムへのパネル出展

（３）公共工事における生物多様性配慮ガイドラインの作成
　　・県現地機関説明会の開催（平成24年12日17日から5回実施予定）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成23年７月に公表された生物多様性ぎふ戦略は、県民一人ひとりの行動規範として提起しており、概要版のチラシやパネルを作成し、県内各地で開催される各種イベント等を活用して広く県民への啓発を行うことができた。
また、県発注工事について、生物多様性を保全するための配慮の進め方及び配慮すべき視点を記したガイドラインを作成し、平成25年度からの実施を予定している。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「生物多様性ぎふ戦略」に掲げた、県民にとって「好ましい自然」とは何かをいつも、みんなで考え続ける意識の醸成・取組みの契機づくりとして事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	　普及イベント等の活動を通じて、生物多様性保全に関する正しい理解が広まっている。一般には、生物多様性という概念は分かりにくく、特定の生物の為の保護育成（動物愛護）と間違われやすいなど、引き続き県民への理解を広める必要がある。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　他事業で開催するイベント等の集客力を活用し、普及啓発の機会を得るとともに、公共工事における生物多様性配慮ガイドラインの作成に当たっては、ゼロ予算で対応するなど、経費の節減や事業の効率化を図った。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
生物多様性の概念をより分かりやすく伝え、理解を進める手法について検討する必要がある。

また、行政機関が生物環境に配慮した公共事業の推進や、民間団体等が希少動植物の保全活動等に取り組むためには、生物環境に関する知識の向上だけでなく、現地に応じた実効性のある対応が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　生物多様性ぎふ戦略は、自然・社会情勢の変化、及び県環境基本計画の動向により、概ね５年を目処に、10年後の目指すべき姿を見直す計画である。



